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1. ウクライナ農業セクターの重要性と侵攻による影響 

ウクライナでは、総人口の約 30％が農村地域に居住し、農業は雇用の約 14％、GDP

の約 7.1％（農林水産業合計）を支える基幹産業である。また、農産物輸出額は総輸出

額の約 4 割を占めており、同国経済において極めて重要なセクターである。さらに、

小麦・大麦・トウモロコシ等の世界有数の輸出国であるウクライナの農業生産は世界

の食料安全保障においても重要な位置を占めている。2022 年 2 月に始まったロシアに

よるウクライナ侵攻は、同国農業セクターに甚大な影響を及ぼした。侵攻により灌漑

施設や穀物倉庫などの農業関連インフラが破壊され、地雷や不発弾による農地汚染や

利用不能地の拡大が深刻化している。さらに、避難民の増加や男性労働力の従軍に伴

う農業就業人口の減少も、農業生産体制に大きな影響を与えている。世界銀行の「Rapid 

Damage and Needs Analysis」によれば、2022 年の耕作面積は侵攻前と比べて約 20％

減少し、穀物・油料作物の生産量は約 30％低下した。2024 年時点では、農業セクター

における直接損失が約 112 億米ドル、副次的損失が約 727 億米ドルに達し、被害総額

は 800 億米ドルを超えると推計されている。 

2.国際協力機構（JICA）によるウクライナ国農業セクターへの支援 

JICA は、ロシアによるウクライナ侵攻開始後より一貫して、農業生産基盤の復興を

目的として、重機、農業機械といった機材供与や技術協力の分野において、同国農業分

野への支援を継続している。次表に JICA による主な支援事業を示す。 

表 1 JICA による主なウクライナ国農業セクターへの支援事業 

Table  Key JICA Support Projects in Ukraine’s Agricultural Sector 

事業名 事業概要 

農業分野におけるウクライナ復旧・復興支

援に向けた情報収集・確認調査 

2023 年から 2024 年実施、ウクライナ国における復旧・復興ニーズ

全体像把握のための調査 

農業生産基盤回復情報収集・確認調査 2024 年から 2027 年まで実施予定、灌漑、施設園芸、土壌分野にか

かる調査、協力可能性の検討 

女性農家の包摂性強化を含む小規模園芸農

業振興プロジェクト 

2024 年から 2027 年まで実施予定、女性を中心とした小規模園芸農

家振興のための研修プログラム開発のための技術協力 

農業生産物バリューチェーン強化情報収

集・確認調査 

2025 年から 2026 年実施、ジャガイモ、トマト、キャベツ、ブルー

ベリー、ストロベリー及び牛乳のバリューチェーンにかかる調査 

農業生産基盤復興に向けた情報収集・確認

調査 

2026 年から 2027 年まで実施予定、土壌調査・分析にかかる現状・

課題把握把握のための調査 
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ウクライナ農業、灌漑排水施設近代化、農地土壌汚染対策  
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3.重点分野におけるウクライナ農業セクター復興に向けた課題 

(1)灌漑排水の復興分野 

2023 年 6 月に Kakhovka ダムが破壊されるなど、灌漑施設等への被害は深刻な状況

である。農業政策食料省（現経済環境農業省）によれば、実質的にヘルソン州の灌漑シ

ステムの 94％、ザポリージャ州の 74％、ドニプロペトロウシク州の 30％が灌漑不可能

になったと推定されている。上記、農業生産基盤回復情報収集・確認調査で実施したオ

デーサ州全 55 箇所を対象とした灌漑システムの調査結果によれば、同州の灌漑システ

ムは、すべてポンプ取水であり、開水路総延長 575km、パイプライン総延長 1,084km、

計画灌漑面積（22 万 ha）に対し、2023 年灌漑農業の実績は、約 36,000ha にとどまり、

全体の 16％である。灌漑施設の老朽化による灌漑効率の低下、ポンプ稼働に伴う電力

コストの高さ、さらに施設維持管理の不十分さが、その主たる要因となっている。近年

は制度変更により、政府組織から民間への施設移管が進められており、施設の管理移

管促進、管理体制強化も同分野の課題となっている。 

(2)農地の復興分野 

キーウ国立大学の報告によれば、紛争による爆弾や重機使用が農地の重金属汚染リ

スクを高めているとし、汚染を受けた農耕地が 1,400 万 ha にのぼると推計している。

また、FAO は、ロシア侵攻により、地雷・不発弾・爆発物残留物により安全にアクセス

できる農地が制限されていること、爆発物・軍事活動による農地土壌劣化と生産性低

下、有害物質・残留物による農地土壌の安全性リスクについて、指摘をしている。この

ことから、ウクライナ農業セクター復興のためには、地雷・不発弾等の除去に加え、兵

器由来の汚染物質への対応を含む農地土壌の安全性確保が不可欠である。FAO や JICA

を含むドナーにより、同分野への支援が実施されているが、農地汚染範囲が広範にわ

たること、被害実態や実情の把握、対策方法が十分進んでいないこと、ウクライナ側の

実施体制が整備途上であること、などが同分野における課題である。 

4.結論 

ウクライナ農業セクターの復興には、灌漑・土壌分野を中心とした農業農村工学的

技術の活用が不可欠である。公的支援に加え、民間を含む日本の技術や知見を現地条

件に適合させつつ、持続的な農業生産基盤の復興を支援することが重要である。 
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